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資料紹介
ジェラルド・マナーズ編
『1960年代における南ウェールズ』
―産業地理の諸研究一—
South Wales in the Sixties, Studies in Industrial Geography, 
edited by Gerald Manners, 1964. 
小 杉 毅
1 
近年，先進資本主義国において，地城開発ないし地域経済という用語が，流行語のごと
き観を呈している。その内容や関心の中心は，国によって多少の違いはあるけれども，失
業救済，所得の地域格差，大都市の過密化等を問題とするという点においては，各国を通
じて共通点をもっており，地域経済の分析や国家政策もこのような諸問題に対しておこな
われてきているように思われる。イギリスの場合もその例外ではなく， 20世紀に入ってみ
られた住宅および都市計画法 (1909),住宅法 (1921),都市および農村計画法 (1932),特
定地域（開発・改良）法(1934),工業配置法(1945),新都市法(1946),都市開発法(1952),
地方雇用法 (1960)等の立法措置や国家の諸政策が，上記の3点なかんづく不況地域の失
業救済と大都市の過密化の緩和を対象にすすめられてきたことは周知のごとくである。(1)
ところで，本書『1960年代における南ウェールズー産業地理の諸研究』 (1964年刊）
は，両大戦間に石炭産業と鉄鋼業に異状な特化を示し，不況地域の悪名をはせて，失業救
済の対象となった南ウェールズ地域における第2次大戦以後の産業地理ならびに1960年代
への展望に関するモノグラフを収録した論文集である。従来．南ウェールズの産業地理に
関する文献は，雑誌論文や特殊な問題についてのモノグラフを除くと，南ウェールズ産業
地理全般にわたる著書はほとんどなく，久しくこの種の労作の出版が期待されていたが，
今日まで実現されるにいたらなかった。このような時に本書の出版をみたことは，たとえ
それが論文集であるとはいえ全く時宜をえたものといえよう。
執筆陣は，いずれも大学や地元官庁の要職にあって，南ウェールズ地域経済に精通した
新進気鋭の学徒である。 G.マナーズは TheGeography of Energy; W. E. ミンチント，＇ン
は TheBritish Tinplate Industry の著者としてすでに有名であるが，他の執筆者もほ
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とんど国内外の各種の専門紙に注目すべき論文を発表しており，将来を期待されている新
鋭である。(2)
本書は，すでに述ぺたように専門家のモノグラフを収録した論文集であるために，著書
としては色々な意味で問題点を内包している。そのもっとも重要な点は，各執筆者の間に
必ずしも見解の一致ないし統一性がみられず，国家政策の評価や地域のとりかたなどにも
くい違いが大きく出ていることである。読者はその点充分な注意を必要とするであろう。
しかしその反面，執筆者がそれぞれの専門分野における独自の理論的立場から，従来の国
家政策をあるいは積極的に肯定・擁護し，あるいはきびしく批判・論難しながら，南ウェー
ルズ地域経済の現状分析と将来の発展の方向を大胆に指摘している点では，論文集の長所
をいかんなく発揮している。とくに編者である G.マナーズの国家政策批判に関する所論
は，修正資本主義経済を前提としている点では限界がみられるけれども充分傾聴に価する。
以上のような本書の特徴を考慮して，ここでは各章ごとに執筆者の所説をできるだけ忠
実かつ比較的詳細に紹介するという形をとったが，紙数はともかく，内容が多岐にわたっ
ているために，各著者の意見を充分に紹介できたかどうかはなはだ疑問である点，前もっ
てお断りしておきたい。
(1) 川島哲郎「イギリスの産業立地政策について(1)」（『経済学雑誌」第54巻第5号） 2 
-3ページ，佐瀬六郎『イギリスの経済開発』 108ー 173ページ，笹田友三郎「両大戦
間におけるイギリスの工業立地政策」（同志社大学・経済学論叢第8巻2, 3 , 4号），
米花稔「英米最近の工業立地政策」（『国民経済雑誌」第107巻第3号）9-21ベー ジ，
村田喜代治『日本の立地政策』 154ー 165ページ，西岡久雄『立地と地域経済』 197一
206ペー ジ。
(2) なかでも，とくにマナーズは地域開発問題の論客として不動の地位にあり， 彼の
発言は各方面で大きな注目をひいている。 1962年に発表された TheCrisis in Re-
gional Planning (Westminster Bank Review)の反響はまだ我々の記憶に新しい。
2 
まづ，本書の構成を示せば次の通りである。
第1章地域経済の発展 (W.E.ミンチントン）
I 鉄の時代 (1750ー 1850)
lI 石炭の時代 (1850ー 1914)
m 沈滞の時代 (1914-1945)
第2章 新しい南ウェールズの素描 (G.マナー ズ）
I 全国的展望
lI 南ウェールズ経済の保護
m 地域的保護の成果
IV 小地域別地誌
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v 結論
第 3章石炭産業 (G.ハンフリーズ）
I 石炭生産
I 鉱山地理
m 生産地理
IV 労働力•生産性・収益性
v 市場
第4章鉄鋼業
I 原料供給
a)国内資源
b)海外資源
I 鋼生産とマーケッティング
a)半成品生産と再圧延業
b)重量圧延鋼
C)プリキ・トクン・薄板
第5章雇用地埋の諸局面 (H.W. デヴィスおよび D.F. ハガー ）
A 工業雇用
1)工業雇用地理
2)経済地域
B サービス業雇用
1)サービス業雇用地理
2)配給業地理
第6章 多角化の測定 (E.C. コンクリング）
I 多角化の意味
I 多角化の測定方法
皿雇用の多角化
IV 生産の多角化
V 地方的多角化のパターン
VI 地方的多角化の統計的分析
第 7章 南西ウェールズに対する新地域経済政策について (S.H. スペンス）
I 最近の地域政策の諸問題
I 南西ウェールズの場合
皿 重層的特化について
第8章交通地理 (G.マナーズ）
I 地域内交通
I 地域閻交通
皿 国際交通
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IV 交通政策
第9章 地域計画の 1事例 (G.マナーズおよび W.E. ミンチントン）
以上のように本書は9章30節よりなり立っている。第1章は第2次大戦までの南ウェ
ールズ地域経済の発展を鉱工業部門を中心に時期を3区分してあとづけており，第2章で
は，大戦および国家保護によって産業構造の変化をみた戦後の新しい工業南ウェールズに
ついて論考している。第3章と第4章は， 2世紀にわたって南ウェールズ経済の基盤とな
り，多角化のすすんだ現在なお多くの問題を内包しながらも，生産と雇用の両面で地域経
済の中核的位地を占めている石炭産業と鉄鋼業の現状分析と将来への展望をおこなってい
る。第5章は，ィギリスの地域開発政策の 1つの柱となった雇用問題を，工業とサービス
業の雇用地理の側面において検討しており，第1次大戦後の不況地域救済の 1つの政策と
なった産業の多角化問題をきわめて広い現代的視野に立って省察している。第7章は，南
ウェールズの3つの小地域 sub-regionのうちの 1つである南西ウェールズの新しい地域
経済の特質と政策について論考しており，第8章は，地域経済の発展にとって不可欠であ
る交通手段について，南ウェールズの直面している諸問題を地域別区分にもとづいて検討
している。第9章は，地域計画の 1ケースとして，将来の地域開発政策のあり方について
1つの提言をおこない本書の結びとしている。
本書は，地理学関係論文に共通した特徴とはいえ，写真8,地図38,表47葉を挿入して，
実証的研究に資するほか，巻末には 1948年と 1958年の標準産業分類表および地方当局地
域図や職業紹介所地域図を添付して内容理解の一助としている。以下，順を追って本書の
内容を要約し紹介することにしょう。
3 
第1章は， 1960年代の南ウェールズにおける産業地理の前節をなすものとして，近代エ
業の出現しはじめた1750年頃から第2次大戦の終結する 1945年に至る約200年間を， 鉄の
時代 (1750年ー1850年），石炭の時代 (1850年ー1914年），沈滞の時代 (1914年ー1945年）
に3区分して，それぞれの時期における鉱工業の盛衰の歴史的考察をおこなっている。
I「鉄の時代」は，当時南ウェールズで近代工業の形をとって発達しはじめた諸工業の
中でも，もっとも飛躍的発展を遂げ，ひときわ卓越していた製鉄業を中心に生産高の推移
と送風炉の建設の地域別分布，工業の発展の要因，人口移動と都市形成，鉱工業資本に関
する問題を扱っている。当時，銅工業とプリキ工業はスウォンジー・ニース地域，製鉄業
はマーサー・ドーレイ地域にそれぞれ集中して発達したが，とくに後者は原料確保の有利
性のほかに， 1) 1時的な戦時需要 (7年戦争とアメリカ独立戦争）と新市場の出現（国
内外の鉄道建設による需要）， 2)技術的変化 (J.ワットの蒸気機関と H.コートおよび
P. オニオンの攪拌式錬鉄法の発明）， 3)交通の発達（運河のちには鉄道建設ー市湯との
距離の短縮）のごとき国内外の有利な諸条件に支えられて飛躍的発展を遂げ， 1923年には
全国生産量の約40%を占めてイギリス第1位の座につくとともに，はやくも，後年問題に
なる特定産業の地域的特化現象を招きつつあったことが指摘されている。
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n「石炭の時代」では，製鉄業および銅工業の後退と石炭産業の隆替過程ならびにプリ
キ工業の盛衰の事情が比較的詳しい史料にもとづいて検討される。まず，製鉄業の衰退に
ついては， 1)鉱山の貸借契約期限の更新 (19世紀中葉）による鉱山使用料の危大な増
額， 2)地域内鉄鉱資源の涸渇ー立地条件の不利， 3)技術的変化（鉄に代る鋼の登湯一
輸入鉱石への原料転換一臨海地域へ立地移動）の3点がおもな要因であり，企業結合によ
る再編成もアメリカ製鉄業の発展とクリープランド製鉄業の攻勢によって効を奏しえなか
ったと論じている。
これに代って， 19世紀後半の主導的産業として登場したのが石炭産業であるという。こ
こでは，南ウェールズ中央部に股富に埋蔵された自然的所与としての良質炭が，海外市場
を背景に如何にエネルギー源として現実化し，海外へ大量輸出されたかが，鉄道敷設と石
炭輸送量，港湾整備と港湾別石炭輸出量に関する資料にもとづいて実証的に究明されてい
る。このほか，銅工業の衰退やプリキ工業の盛衰過程を，生産高の推移や特化現象，海外
市場の得失との関係において論考したのち，すでに20世紀初頭には，南ウェールズが，外
国貿易に強く依存する鉄鋼・石炭・プリキなどの特定の基幹産業に特化した産業構造を形
成していたことを指摘している。
m「沈滞の時代」は，第1次大戦が産業の発展を突然阻止し，過去150年間の成長と以
後30年間の沈滞との分岐点になったことをあげ，第1次大戦が産業に与えた影轡，失業と
国家の雇用政策，第2次世界大戦と産業との関係を中心に論考をすすめている。著者は，
第1次大戦が，直接間接に海外市場の喪失や競争産業の出現などによる市場の狭溢化と戦
時中の設備投資による労働生産性の向上との矛盾を通じて，南ウェールズの主要産業を不
況のどん底へ追いやったこと，大戦間の不況地域対策として新工場の建設，工業団地の創
設失業者の移動政策をとったこと，および第2次世界大戦が，非能率鉱山の閉鎖，鉄鋼
及びプリキ工業の合理化再編成，過剰労働力の分散，軍需工業の戦略的分散政策によって
産業構造の多角化をすすめたほか，関係者に地域的産業構造の分析知識を修得せしめ，地
域問題に政府の関心を向けさせたことを指摘している。
ところで地域経済の歴史的考察をおこなうに当って，上記のように南ウェールズにおけ
るある時期の特徴をとらえて時代を区分するというのは，同地域の研究にとってきわめて
便利な方法ではあるが，しかし反面では視野を特定の狭い地域に埋没させてしまって，こ
の地域の経済諸現象を世界ないしイギリス資本主義の変貌との関係の中で把握するという
高い次元に立った考察を困難にしているように思われる。したがって，ここからは，南ウ
ェールズにおけるさまざまな経済現象が他地域のそれと共通性をもっているかどうか，ぁ
るいはどれがこの地域独特の現象であるかといった問題は明確に理解することができな
いのではなかろうか。
第2章の中心課題は，本モノグラフの冒頭にもあげているように， 1)1960年代の南ウ
ェールズ経済は如何に健全であるか， 2)実際，南ウェールズは， 30年前の苦難と沈滞を
なお完全に残している地域かどうか， 3)南ウェールズは19世紀における永続的発展の時
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期を再び迎えるかどうか， 4)南ウェールズからの人口の純流出は，経済的不健全さの存
続，経済発展の可能性の欠如およびより強力な国家政策の必要性を暗示しているかどうか
という 4点の検討にしぽられている。
実際，南ウェールズは，石炭産業・鉄鋼業およびプリキ工業の著しく特化した極めて特
異な経済構造を有していたために，経済変動をきわめて敏感に反映する性格をもち， 1930
年代の世界恐慌の影響をもっとも強く受けて，資本主義経済の矛盾を顕著に露呈した不況
地域である。(1)マナーズは，この過去の悪夢を常に念頭において，第2次大戦後の発展に潜
在するさまざまな諸力を，あるいは南ウェールズ全体としてあるいは個々の小地域 (sub-
region)について，全国的視野の中で精緻な検討を加えることによって現代の経済状態を
より良く理解し，将来の可能性を適確に評価することに努めている。
まず， I「全国的展望」は，戦後における南ウェールズ経済の相対的停滞性の要因を大
ロンドン，バーミンガム，南イングランドなどの発展地域と対比しながら究明している。
戦後イギリスでは，古い基幹産業（石炭，造船，綿工業）の衰退に代る新産業（電気機械
・化学・自動車および他の耐久消費材工業）の隆替や第3次産業の進出によって経済構造
の著しい変化がみられたにも拘らず，南ウェールズでは特定産業の特定地域への進出を除
くと，経済構造の根本的改良はなされず，周期的不況の起るたびに経済的基礎の脆弱さと
産業構造の矛盾が，失業者の増加という形で露呈されてきたが，著者は，南ウェールズ経
済の正常な発展を阻害する要因を歴史的・経済的・社会的要因に求めている。まづ歴史的
要因としては， 1)新しい産業の発展に必要な労働力の欠如， 2)少数の独占資本の支配
が他の中小規模の地場産業の発展を阻止したこと， 3)資本の流動性が少さかったことを
あげ，経済的要因としては， 1)国内の中心市場からの遠隔性による地理的不利， 2)組
立工業間の原料・製品取得における相互依存性や交通機関・研究所・事務機械サービス組
織・マーケッティング会社などのサービス業の不足といった外部経済の相対的欠除を指摘
し，社会的要因としては，社会資本とくに社会的・文化的・教育的・保捉観光的施設や機
会のごときアメニティーの欠如をあげている。
]1「南ウェールズ経済の保護」は，第2次大戦前後の国家の産業立地政策を扱っている
が，なかでも戦時中の戦略的工業分散政策と戦前の特定地域を引継いだ，戦後の工業配置
法のもとでの開発地域への新しい工業の誘致政策を中心に比較的詳しい検討がなされてい
る。戦略的工業分散政策は，南ウェールズにおいても，化学機械などの新工業の誘致によ
って戦後顕著に現われる産業多角化の基礎を築くとともに，失業者の減少，強力な工業地
区の核の形成，女性に対する就業機会の創出を推進し，・また戦後の国家政策は，工業配置
法のもとで巨額の国家資金を投じて工業団地や工場の新増設をおこない，これを私企業に
貸与するほか国営軍需工場を民間に払下げることによって南ウェールズ経済の体質改善に
努めたというのが，第1I節の論点である。
m「地域的保殿の成果」は，国家政策が南ウェールズ経済の発展と体質改善に果したさ
まざまな成果を具体的に論説するとともに，政策の甘さと不適確さがなおこの地域の経済
に多くの問題点を残していることを指摘する。つまり，著者は，金属加工業・化学工業・
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建設業・公益事業・交通業がいずれもこの地域に 1以上の立地係数を示していること，地
城内部および南ウェールズと他の市場中心地域とを結ぶ道路や鉄道交通の改善によって輸
送費の低下と南ウェールズの相対的孤立性の大巾な低下をもたらしたこと，ショッビング
・センター ， レストラン，ホテル，カントリー・クラプの増加や学校，病院，住宅団地の
新設などを国家保護の大きな成果であると高く評価するが，しかしこれらの様々な成果の
反面には，熟練労働力の不足，企業の欠如と調達容易な資本の不足，交通改良の特定地方
への偏在，外部経済の相対的欠如，スラムの整理や都市再開発の遅滞，なかでも以前から
存続してきた新しい発展産業の相対的欠如と衰退産業の優位性が根強く残存しており，経
済構造における病根が根本的に改善されていないことを強調している。
IV「小地域別地誌」においては，一概に南ウェールズ経済の実態の把握といっても地域
によって大きな差異が存在するために，同地域の正確な産業構造を分析し検討するには地
域の細分化をおこなう必要があるとして，南ウェールズ地域をカーディフ小地域，スウォ
ンジー小地域，炭田小地域に3区分し，各小地域の経済構造を国家の工業誘致政策と工場
立地との関連において考察しようとする。そして，国家政策は工業を， 1)最大の発展潜
在力を有する地域に誘致すべきこと， 2)不況に悩む炭田地域に誘引すべきこと，という
両極端の中道をとって展開されたが，結果的には，カーディフ小地域が広範囲にわたる製
造業をもち，ウェールズ人口の75%と最大の熟練労働力を集中せしめた経済的中心地にな
るとともに，行政的にもウェールズの首都となったこと，スウォンジー小地域がサービス
産業は大巾な成長をみたけれども，工業部門では自動車と製紙の両工業を除くと在来工業
のわづかな発展にとどまったこと，炭田小地域が沈滞の要因である歴史的・経済的・社会
的病根を解消しえず，産業の多角化指数のもっとも低く，経済的基盤のもっとも脆弱な地
域にとどまったことを指摘している。そして最後に，著者は，戦後の国家保護が， 1)こ
の地域の歴史的・経済的・社会的特徴に根ざした基本的病根に取り組まずに，ただ失業を
軽減することに終止した， 2)計画が地域開発の全般的問題について不正確な理解と不充
分な調査に基いて策定された， 3)南ウェールズにおいて採られた一連の諸政策が全国計
画の 1部としての地域開発政策と充分な関係をもっていなかった， 4)地方雇用法のもと
における政府援助がもっとも魅力のない地方に限定された，というさまざまな欠陥をもっ
ていたために南ウェールズの地域開発の正常な発展が阻害された点を充分に理解する必
要のあることを指摘して結びとしている。
第3章では， 19世紀以来南ウェールズ経済の重要な基盤であった石炭産業が，今日にい
たるまで，どのような生産的・地理的変化を示してきたか，またその要因は何かといった
諸問題を， I 石炭生産， II 鉱山地理，皿生産地理， IV労働力•生産性・収益性， v市場の
5節にわたって省察している。
「石炭生産」は，石炭生産・輸出量・労働者数の変化，操業の悪状態，石炭の種類別分
布，国有化と近代化計画などの諸問題を扱っている。 1913年，海外市場（輸出 3,700万ト
ン）を背景にして年間生産高5,700万トン，雇用労働者数27万人を擁して繁栄の絶頂に立っ
95 
346 閥西大學『網済論集』第16巻第3号
た石炭産業は，第1次大戦を境に急激な衰退を示しはじめ， 1934年には生産・輸出・雇用
景ともに半減し， 1962年には 3分の 1に減退した(2)。著者は， この衰微の内部的要因と
して，設備の老朽化と維持困難，開発事業の放闘経営の小規模性，準備工場における管
理と設備の不必要な重複など機械化の遅れを中心とする非近代化および非合理化を指摘す
る。ところで，一概に石炭産業の衰退といっても地域によって大きな変差がみられること
はいうまでもない。そこで，石炭の種類別分布を地府図を用いて検討するほか，炭坑規模
•生産性·採炭費の地域別格差にも言及する。そして最後に，石炭産業史における画期的
事件である国有化 (1947)および石炭計画 (1950年）ー1956年に計画は修正されるーが取
り上げられ，この計画のもとに遂行された機械化や非能率炭坑の閉鎖と合併による合理化
などの諸問題が論考されている。
「鉱山地理」では，全国石炭庁が1950年におこなった操業炭坑の 5分類， 1)大規模再
建炭坑 (25万ポンド以上の毀用を必要とする）， 2)小規模再建炭坑 (25万ポンド以下の
費用を必要とする）， 3)変化のない炭坑 (20年以上の寿命を有するもの）， 4)短期寿命
の炭坑（埋蔵量が20年もたない）， 5)新規の炭坑をあげ，これらの炭坑が， 様々な方法
で，順次，整理し近代化される過程を大雑把な地域区分ではあるが，東部，西部，北部，
南部およびそれぞれの地域内の重要地区について概説している。
m「生産地理」は1948年から1962年にかけて巨額の資本投下をおこなった近代化政策
が， 7つの地域における生産地理にどのような影響を与えたかを究朋する。南ウェールズ
における石炭生産はニースの谷を境にして東部地域に圧倒的分布を示しているが，国有化
以来巨額の資本が投入されたにもかかわらず，逓減化傾向を反映して，アバデア地域を除
くすべての地域（ロンダ， リムニー，モンマスツャ，マエステッグ）が販売可能炭生産の
減少を招いたほか，西部（スウォンジー地域とニース地域）は，とくに顕著な低下を示し
ている点をあげて近代化政策が，全般的に効果の少なかったことを指摘している。
w 「労働力• 生産性・収益性」では， 1958年から1959年にかけての 3年1間を除くと戦後
の石炭需要は供給を凌駕しているために，生産の滅退の要因を市場不足以外の要因に求め
る必要があるとして，労働力不足・ 低生産性・低収益性をその主な要因としてあげ，それ
ぞれの要因について詳しく考察をおこなっている。労働力不足は，優良な若年労働力の流
失とそれに伴って起る労働者の老令化現象に基因し，低生産性は，機械化を困難にする地
質の自然的条件とこれを克服する努力の欠如および最悪の労働（資）関係にあり，低収益
性は，石炭産業が特殊な利益を求めるよりも平均的操業を必要とすること，低能率炭坑の
閉鎖に伴う社会的費用の増加を考慮していること，限度のある国家的資源（とくに無煙炭）
を有効に1開発するために国家が費用の負担をおこなうこと，などにもとづくというのが著
者の主張である。
V 「市場」の中心課題は，現在南ウェールズ石炭産業の依存している国内市場とくに南
ウェールズ市場の分析を通じて，将来における石炭需要の予測をおこなうことにある。石
炭産業の主な市場はコークス産業（おもに製鉄所一580万トン ・30%の需要），電力産業(460
万トン・ 24%),石炭商（家庭の暖房用ー260万トン・ 1496), 雑市場 (210万トン），鉄道
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および製造業 (100万トン），石炭産業 (100万トン），ガス産業 (60万トン）などで，石炭
販売量の半分以上がコークス産業と電力産業に集中しているが，石炭の大口需要者である
コークス産業や鉄道・製造業およびガス産業においては，熱効率の向上によって石炭使用
量が減少するほか，石油・天然ガスの代替エネルギーの攻努を受けて，石炭は今後大きな
打撃を被るであろうから，国家的利益の立場から，石炭保護のための全国的エネルギー政
策を策定する必要があると著者は強調している。このようなかけ足の紹介においても明ら
かなごとも南ウェールズの石炭産業は，不能率炭坑の閉鎖や機械の導入による生産の近
代化と合理化をすすめたために，毎年炭坑労働者数の縮少をまねいているが，ここで炭坑
離職者の再就業や中・高令層の再訓練などの諸問題が全くとりあげられていないのは残念
である。地域経済の研究をおこなう場合，欠かすことのできない事項ではなかろうか。
第4章は， 1950年初期以来イギリスの主導的鉄鋼生産地域を形成し，石炭産業とともに
南ウェールズ経済の基礎をなしている鉄鋼業について，歴史地理的考察をおこなうととも
に現在の原料供給，鉄鋼生産および市場的側面についての考察をおこなっている。
まず，歴史的考察に関する序説では，炭田と海岸の両地域に立地していた鉄鋼業が鉄鉱
石の輸入依存度の増大と競争的性格の強い輸出貿易の発展によって，次第に臨海地域へ立
地移動する過程が，企業結合や新プラント建設の政治的・経済的・社会的背景の中で論述
される。
I「原料供給」では，国内資源と海外資源に分けて，戦後の原料消費の変化，原料取得
の現況と将来の動向についての考察がおこなわれている。まず，戦後の原料消費における
変化については，低品位のジュラ紀層鉱石に代って高品位の輸入鉱石への依存度が高くな
ったこと，および高品位鉱の使用・鉱石の事前処理（とくに焼結炉の薄入），高炉への液状
炭化水素 fluidhydrocarbonの注入によって燃料消費が効率化されたことをあげ，これら
が鉄鋼業の臨海地域への移動と炭田地域の劣位をまねいたと述ぺている。次いで原料取得
の現況と将来の動向に移り，鉄鋼主要原料である鉄鉱石・コークス用炭・スクラップにつ
いて順次検討を加えている。鉄鉱石の海外依存度の強化は，地元鉱石が貧弱であること，
国産鉱石の品位が低いこと，および国産鉱の輸送費が高くなったのに対して輸入鉱石が高
品位であり，海上輸送費が鉄鋼専用船の大型化によって低下したことなどに基因する。南
ウェールズで使用されるコークス用炭は，そのほとんどが地元の石炭であるが，これはこ
の地域の石炭の質が良いうえに製鉄所の近くに豊富に埋蔵されているためである。近年，
アメリカのコークス用炭の輸入が，イタリアの成功例に刺激されて問題になっているが，
現在のところでは差迫った緊急事ではない。一方スクラップはどうかというと南ウェー
ルズでは他地域よりもはるかに多くのスクラップを使用し，その大半をロンドンおよび南
東イングランドから搬入してきたが，鉄鋼連盟による諸政策にも拘らず，将来のスクラッ
プ消費量は低下するであろう。これが第1節の内容である。
n「鋼生産とマーケッティング」では，南ウェールズの鋼生産とその市場分析が中心課
題である。南ウェールズ鉄鋼業の他地域市場への依存度は域内金属加工業の欠如の故に依
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然として高く，鋼材にいたっては実に生産の81彩を域外へ移出しているが，ここでは半成
品重量圧延鋼，プリキ・トタン・薄板の3カテゴリーの鉄鋼生産物について地域外市場
への依存度の検討をおこなっている。半成品については，従来，域外への移出，域内への
搬入および地域内移動がおこなわれ，きわめて複雑な移動関係がみられたけれども，近年
企業提携によって地域間移動が阻止される傾向を示してきたことや工場間の多数・小規模
移動が少数・大量移動におきかえられて，地域内移動が活発化したことを例証している。
重量圧延鋼では軌条や重量形鋼の生産が減少し，これに代って自動車・建設・貨車・鉱山用
トラックおよび造船用の軽量鋼板の生産が増大し，おもにロンドン，ホーム・カウンティ
およびミッドランドヘ出荷していること，工プ・ベイル， トロスタ，ウェリンダの 3工場
に全国生産のほとんどが集中するプリキ板は，その約40彩が輸出に向けられ他はほとんど
国内他地域の容器工業へ出荷していること，亜鉛鉄板は全国生産の約30%が南ウェールズ
（おもにエプ・ペイルとマーガム工場）に集中し，薄板は現在南ウェールズのおもな完成
品であるが，この地域の生産高の約57%がボート・クルボットで圧延されて，南ウェール
ズの僅かの耐久消費財（冷蔵庫，洗濯機，皿洗機など）工業を除くと，ほとんどがミッド
ランドおよび南東イングランドの自動車や航空機工業などへ輸送されている。このような
考察を通じて，著者は近年南ウェールズにおける産業構造の多角化がすすめられているに
もかかわらず，今なおこれらの鉄鋼市場が地域外にあることを強調している。ところで，
このモノグラフは比較的簡単な研究で，南ウェールズの鉄鋼業を同地域全体として扱い，
地域内の地理的分布や生産の品目別構造，原料の取得地域と輸送費の分析，国家政策とエ
場立地との関係などについては詳しい考察がなされていないようであるが，この地域の鉄
鋼業が全国第1位の鉄鋼生産をおこない，南ウェールズ経済の基礎をなす産業であること
を考えるならば，これらの点について今少し立ち入った論考が必要ではないかと思われる。
第5章は雇用地理の諸局面に関する考察である。南ウェールズ工業史および雇用地理に
おける新局面は1934年の「特定地域法」の制定にはじまるが，それ以後のバーロー報告や
それにもとづく「工業配置法」 (1945), ならびに新都市法 (1946),地方雇用法 (1960)
などの一連の立法措置，巨額の資本投下による工業団地や工場の建設および新産業の誘致
政策が，南ウェールズの産業構造と雇用構造に大きな影響を与えたことは周知のとおりで
ある。本章は，戦後とくに1952年から1958年にかけての 7年間におけるこのような南ウェ
ールズの雇用構造ないし雇用地理の特徴と変化を， 「工業雇用」(8)と「サービス業雇用」
の2部門に大別して，センサスと労働省統計をもとに詳しく検討したものである。
A「工業雇用」は「工業雇用地理」と「経済地域」よりなっている。 (1)「工業雇用地理」は
全工業生産の全国平均変化率に比較して個々の工業が拡大しているかあるいは縮少してい
るかという成長概念を用いて工業の成長別分類，つまり 1)成長工業 GrowthIndustry 
（生産の増加率が全工業生産のそれよりも著しく高い工業）， 2)平均的工業 Average
Industry (全工業生産とほぽ同じ割合で発展している工業）， 3)低成長グループ Slow
Group (正常な成長を示しているが全工業生産の成長率よりも幾分低い。）， 4)不規則成
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長グループ IrregularGroup (同期間を通じて幾分生産の増加を示しているが，各年間平
均成長率は相当大きく変動している。）， 5)衰退工業 DecliningIndustry (1948年と
1957年の間に相当大巾な生産の低下を示した工業）の5分類をおこない，南ウェールズに
どの種の工業が多く立地しているか，またいずれの工業がどの地方に分布しているかをみ
ることによって南ウェールズ工業の経済力と工業雇用地理の診断を試みようというのであ
る。もちろん工業生産の分布のパタンがそのまま雇用地理のパクンに反映するものでない
点を前もってことわっていることはいうまでもない。この測定の結果，南ウェールズの場
合，同地域に高度に特化した石炭と金属の2工業はそれぞれ衰退グループと平均グループ
に属しており，成長工業，低成長工業，不規則成長工業は地域化していないこと，つまり
依然として成長工業を欠き衰退工業に強く依存するという産業構造にとどまっていること
を明らかにし，工業雇用の増加が全国的には5彩上昇しているにもかかわらず，この地域
では全く変らないばかりか，実際にはむしろ多少の減少を示しており，サービス業雇用の
増加と著しい対象をなしていることを指摘している。工業雇用の地域別分析においては，
国家政策が，成長力の高い地域であれ低い地域であれ，炭田河谷地域に直接的効果をもた
らし，臨海地帯では1部の地域を除くとほとんど直接的効果を受けていないけれども，
実質的には臨海地域に多数の雇用を創出した。つまり国家活動は炭田の河谷地域経済に関
するかぎり非常に重要であったが，究極的には間接的効果をも含めて海岸地域の方がむし
ろより重大な影響を受けているというのが著者のいわんとするところである。このほか特
定地区の工場立地や工業団地の創設と展用変化との関係についても言及している。
(2)「経済地域」は前項で述べてきたさまざまな要素の地理的総合をおこない，南ウェー
ルズを1つの経済地域としてとらえて，南ウェールズ各地域の現状と特徴を指摘している。
著者は言う。南ウェールズ経済地域の重要な特徴の 1つは，多角化した産業構造と繁栄・
成長する経済を有する臨海地域と雇用機会が少く比較的沈滞している炭田の河谷地域とが
著しい対照をなしていること，第2の特徴は，臨海地域においても西部と東部に顕著な差
異のみられること，つまり西部ではポート・タルボット（鉄鋼業）， プリゼント（工業団
地），バグラン（石油化学工業），ラネスリー（自動車工業），スウォンジー（軽機械工業）
を中心に工業雇用は増加し，東部では近年自動車工業（カーディフ）や鉄鋼業（ニューポ
ート）の発達がみられるけれども一般に工業雇用は停滞気味でサービス業が雇用増加の主
体をなしていることであるという。このほか炭田地帯内部においても各地域間にさまざま
な違いのあることが具体的分析によって示されている。
B 「サービス業雇用」は， 1地域の雇用構造におけるサービス部門の比重の程度がその
地域の経済の成熟度を示す1つの目安になることを念頭において，南ウェールズのサーピ
ス業雇用の特質をさぐることを目的とし，論考の対象を次の 3点においている。 1)イン
グランドおよびウェールズにおけるサービス雇用のさまざまな産業分類番号の変化率と南
ウェールズのそれとを比較して，南ウェールズの急激な増加率はどんな形態をとっている
か。 2)この構造が南ウェールズ内部でどんな空間的パタンを示し， これらのパタンが
1950年代を通じてどのように変化したか。 3)南ウェールズ内部では，サービス業雇用の
99 
350 開西大學『舗涜論集』第16巻第3号
なかでも配給業に従事する最大の階層 (class)にどんな特徴がみられるか。
(1)「サービス業雇用地理」は主として第1と第2の設問に答えている。まず第1点の増加
率の形態であるが，南ウェールズのサービス業雇用（標準産業分類番号xvm-XXIV)
が， 1951年では，対全就業人口比率も serviceratio (人口100人当りのサーピス業就業者
数）も，ともにイングランド・ウェールズ平均より低かったが，以後南ウェールズの増加
率はイングランド・ウェールズ平均よりも高くなる傾向にあることを指摘したのち，産業
分類番号に基づいて建設 (1951年を100とする1957年の指数は南ウェールズ105, イングラ
ンド・ウェールズ平均100),公益 (115,98), 配給 (117,111), 金融 (108,110), 知的職
業 (111,115)の各部門における就業者の増加，なかんずく建設，公益，配給の3部門の
増加率がイングランド・ウェールズ平均をはるかに凌駕するという同地域の増加率のパタ
ンを究明している。次に第2点であるが，サービス業は全般的にその半ば以上が臨海地帯
の諸都市に集中しており，しかも絶えず漸増傾向にあるのに対して，炭田の河谷地域では
一般に就業比率が小さく， 1部の地域を除くと漸減傾向を示している。しかし雇用の変化
は新都市の建設（ク、ノプラン），工場建設（ポート・タルボットおよびバリー），住宅団地
の建設（パリー）や鉱山の閉鎖等の経済活動の盛衰に深く関係しており，個々の地方にお
いては比較的大きな変化がみられるけれども，ボート・タルボット，スウォンジー，カーデ
イフ，ニューポート，バリーのような比較的広い地域をとってみると大きな変化は少ない。
個々の業種についてみると，東部臨海地帯では配給・ 知的職業・建設，西部臨海地帯では
配給・知的職業，海岸に近いモンマス炭田地域では建設・官庁，グラモーガンの孤立した
谷間では配給業がそれぞれ成長している。第3の設閻の解答にあたる(2)「配給業地理」は，
配給業がサービス業の中でも就業人口の割合がもっとも高く，しかも急激な勢で増加して
いる部門であるために他の各部門とは別個に扱われている。ここでは配給業のパタンが地
方自治体地域を地理的区域として特定産業の盛衰，個人所得の水準， 配給業の生産性水
準，地方都市の性格などとの関係において具体的・実証的に検討されている。
第6章は，南ウェールズの多角化の測定に関する研究である。南ウェールズが，長いエ
業史を通じて石炭と鉄鋼の両産業に経済的基礎をおく特異な産業構造を形成し，これが
1930年代の恐慌時に，同地域の不況をとくに顕著にしたことは周知のとおりである。 (4)
これに対して，国家は新しい産業を誘致して，産業構造を多角化する政策をとったのであ
るが，著者はこのような背景の中で，南ウェールズの「多角化の測定」に測する諸問題に
ついて根本的に論考してみようというのである。内容は 1)多角化とは何を意味するか，
2)実際，屈用の多角化は1913年以来南ウェールズでどの程度増大したか，またその変化
は同時期に国民経済の中で起っている変化とどのような対象をなしているか， 3)南ウェ
ールズは扉用の多角化に比較して生産の多角化を達成したかどうか，またこれはイギリス
の全地域における生産の多角化とどのような対象を示しているか， 4)南ウェールズ内部
における各地方はどの程度多角化したか，またこの地方的多角化のパタンはどのようなも
のであったか，という 4つの設問に対して次の 6節を通じて答えるものである。以下，順
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を追って各節の内容を要約してみよう。まず第1節では多角化の意味の検討がなされてい
る。著者によると多角化という用語は，地域開発とくに南ウェールズのそれに関連する文
献によく出てくるが，どの文献においてもこの重要な用語の概念は明確に定義されておら
ず，したがって多角化という言葉の持つ意味は時と場合によって異り，使用者の視点や目
的によっても迩うが，多くの場合この用語は 1つ以上の意味の組合わせとして用いられて
いるという。しかしこの用語の概念に関するあらゆる定義には2つの共通した基本的要素
があるという。第 1は特化 specialzationの反対語であること，第2は同一テリトリー内
部に非類似の経済活動が同時に存在することであると指摘したのち，おもな見解，つまり
1)多角化とは周期的補完性 CyclicalComplementarityを意味する， 2)多角化とはあ
る地域が広範囲な経済活動をおこないうる程度とみる，という 2定義をあげて説明し，ィ
ギリスの不況地域に向けられた経済計画の多くは後者の観点からアプローチされたし，本
章もこの見解に準じて分析すると前置きしている。
I「多角化の測定方法」では従来おこなわれてきた多角化の測定方法をいくつかあげて
その長所と短所を指摘したのち，本章で用いられるロレンツ曲線の形をとったグラフ表示
による多角化指数の測定方法を紹介している。第 1図は1951年の人ロセンサス資料にもと
づくプリテンの雇用の多角化曲線を示したものであるが，この図を参考にして説明をおこ
なっている。まず同じ時点の各産業は主要23部門に整理され，これにもとづいて各部門の
労働力の割合を算出し，これをY軸に被保険労働者の累積パーセント， X軸に産業分類番
号を表示したグラフに記入する。基点 (0)から P点に斜に走る直線は最大可能の多角化
を示し，これは各部門に同じ数の労働者のいた時にのみ現われる。多角化零は1部門に全
労働者の集中することを指すが，こ
の場合曲線はOXP線に一致する。
1951年のプリテンの労働力分布は斜
線の下の OP曲線に表示されてい
る。多角化の程度はOP曲線の下の
面梢を測定することによって与えら
れる。曲線とOX, XPの2辺に囲
まれた部分は，面積の測定を容易に
するためにY軸とX軸に沿った直線
によって細分されて多角化指数の計
算をおこなう。南ウェールズの場合
もおよそこのような方法で多角化の
測定がなされるのである。
「雇用の多角化」の測定は， 3つの
地域的水準つまり全国的・地域的・
地方的レペルでおこなわれるが， m
「雇用の多角化」ではおもにプリテ
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ンと南ウェールズとの間における数値の比較，南ウェールズ内部の雇用の多角化と産業構
造の変動つまり各産業の盛衰との関係が概説されている。まず1931年と1951年におけるプ
リテンと南ウェールズの雇用の多角化をみると両者とも多角化の増大はみられるが，後者
は前者に比べてきわめて高い割合を示している。つまり多角化指数は1931年におけるプリ
テンの55.8に対して南ウェールズの35から， 1951年のそれぞれ61.8と51.5へと上昇し，上
記20年間の多角化成長率は前者10%,後者約50%と大きなひらきをみせている。ところで
著者は，南ウェールズにおける多角化の著しい増大をおもに16産業部門の比重の変動に求
め，とくに採炭及採石部門の著しい衰退，機械工業を中心とする製造業の躍進のほか，交
通・通信など個々の産業との関係を検討している。そして最後に南ウェールズの雇用の多
角化は著しい進歩をとげているけれども，なお同地域経済が他地域に比較して石炭及び鉄
鋼の2大産業に大きく依存しており，多角化程度の低いことを指摘している。
第1V節の論議は生産の多角化に向けられているが，適当な資料の入手が困難であること
から産業部門を17に限定し，雇用の多角化と比較しながら検討が加えられている。生産は
純生産つまり付加価値額でとらえられ，南ウェールズにおける生産の多角化指数は42.6で
雇用のそれ (47.4)よりも低く，生産の分布が労働者の分布よりもより集中的であること
を示している。金属（地域内生産比率27.6彩，労働者比率17.2%),機械・造船・電器（各
10%, 8.6%), 化学，織物などの諸部門はそのよき例であり，採炭・採石部門は顕著な例
外であるとしている。
第V節と第VI節は南ウェールズの各地方における雇用の多角化パタンを，労働省の職業
紹介所地区別にさまざまな要因との関係において検討し，地方的多角化の統計的分析につ
いて簡単な説明をおこなっている。著者は各地方間の多角化パタンには大きな差異のある
ことをみとめる。高度に多角化した地域は一般にカーディフ小地域とスウォンジー小地域
を中心とする臨海地帯にみられるが，カーフィリーやポンテイプリッドのごとき内陸地域
にも存在し，多角化指数の特に低い地域は中央グラモーガンの分水界に当る高地々方，モ
ンマスとの境界にあるリムニー地方，無煙炭田の北西端地方にみられることを指摘すると
ともに，これらの両極端の間にはさまざまな多角化の偏差をもった地方のあることを例証
している。ところでこのような各地方における多角化パタンの形成はどんな要因によるの
か•著者はこの問題に答えて，いろいろな自然的環境の差異，長期にわたる工業史，国家
の工業立地政策などのさまざまな要因を指摘しているが，高度に多角化した地域に共通し
た特徴として低コスト原料の入手や市場への出荷にとっての交通の有利性をあげ，個々の
地方を指名しつつ詳細な検討を加えているほか，とくに国家政策の重要性を個々の工場や
工業団地をあげて吟味している。
第1章「南西ウェールズに対する新地域経済政策」は， I「最近の地域政策の諸問題」，
n「南西ウェールズの場合」，皿「重層的特化について」の 3つの部分よりなっている。
第1節の内容はこうである。従来の計画に対する総合的アプローチは， 1934年の「特定
地域法」の制定にはじまる一連の立法措置や地域計画の責任を中央政府においた1940年の
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バーロー報告にさかのぼるとみることができるが，これらは特定地域における高率の失業
の早急な救済と過密都市におけるより一層の過集積の防止を目的としていた。ところがこ
の報告や法律にもとづいて策定された国家の地域政策にはさまざまな欠点ないし限界があ
ったというのである。おもなものを指摘すると，まず第1に国家政策が短期的・場当り的
であったことである。つまり国家の援助は基本的には高率の失業を救済することに向けら
られていたために，いったん失業率が低下すると援助が打ち切られ，物的改善phisicalim-
provementの長期計画に対する援助が棚上げされたことである。その一例は1960年の「地
方雇用法」にもみることができるが，もっと長期的な地域経済計画にのっとった施策を推
進する必要があると論じている。第2は多角化政策の安易さである。産業構造を多角化し
て雇用を分散させることは経済の周期的変動を緩和し，地域的失業を防止できるという立
前から工業の多角化政策がすすめられたのであるが，諸工業間の相互依存関係や工業の性
格などには細心の注意が払われなかったこと，またその結果についても成功の程度が強調
されるだけで失敗や欠点については何も述べられていないばかりか，戦後の失業率の低下
を工業の多様性にのみ帰して，他の貢献的要因を余り評価しない傾向のあったことを指摘
している。したがって，今後は産業構造の変動傾向を充分に分析したうえで，将来の展望
の上に立った長期地域開発計画を立て，これにもとづいた政策を施行しなければならない
という。
第Il節では南西ウェールズの産業構造の実態と問題点が指摘・検討されている。まず第
1に，同地域が南東ウェールズに比べて鉱工業よりもサービス業とくに配給業に高い比重
をおいており，しかも逐年両者のひらきが益々大きくなっていることである。事実， 1951
年と1961年の10年間に雇用数は，サービス部門（建設を除く） 3396から3796へ増加，石炭
産業17彩から1396へ低下，金属工業20形で不変，化学工業2.7%から3.5%への僅かな増加
を示している。これを空間的にみると，サーピス業の大部分がスウォンジーを中心とする
同職業紹介所地域に集っており，ラネスリーからボート・クルボットにかけての臨海地帯
や河谷地域から海岸平野にいたる南西ウェールズの配給業・交通業・アメニティ・住宅等
はサービス・センターとしてのスウォンジーを指向する傾向を強く示している。スウォン
ジー職業紹介所地域への通勤者の純流入は主としてサービス業労働者であり，流出は製造
業労働者であるのはこの証左としている。第2に南西ウェールズは，他地域に比較して
鉱工業の比重が低いうえに伝統的産業である鉄鋼業や著しく衰退している石炭産業になお
経済的依存性を強く示していることである。従ってこの地域は被保険人口の増加率が他地
域よりも低い (1951ー 1961年間で全国平均8光，カーディフ小地域996, 南西ウェールズ
1. 7%)ばかりか，失業率も全国平均より遥かに高く，しかも近年ほとんど数字の変化をみ
ていない。そのうえ，産業構造がサービス業を除くと依然として男性向であるために，女
性の就業機会をとざし多くの潜在的女性失業者をかかえているのである。第3には，南西
ウェールズにおいても産業の多角化政策が採られたが，同地域ではこの多角化が経済の周
期的変動を阻止する 1助になったけれども地域の発展や新工場の誘致，労働者の導入，
同地域の生産増加に対する 1つの障壁としての役割を演じてきたことを指摘している。
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第m節では重層的特化の有利性と全産業部門にわたる無差別な多角化の不利益が検討さ
れている。著者はまず南ウェーズの相対的低成長がすべて多角化政策によるものであると
はいえないが，少くとも多角化が経済成長をもたらさなかったことは確かであるとして，
徹底的特化への転換が有利であるかどうかを真剣に考える時期の来ていることを強調して
いる。ここにいう重層的特化 stratifiedspecializationとは，基礎産業の優位な地域にこ
れに関連する第 2 次加工業および第 3 次加工業が集中し• 基本的には原料や製品の需給に
おいて強い相互依存関係を形成することを意味するが，このような産業の重層的特化が熟
練労働力のプール，交通の有利性，工業の諸工程の結合によって得られる規模の経済性，
科学に基礎をおく工業化や調査および新製品開発の必要性の増大による産業訓練の共同計
画や施設の共有等の利益を享受するのに対して，無差別な産業の多角化に基づく単独の企
業体では，このような利益はとうてい望みえないことである。またこのような特化は多角
化以上に雇用量の増大を招く。資本集約的な化学工業は一般にそのような雇用増加を伴わ
ないが，その地域に化学工業製品を使用する関連産業の立地をみると雇用は大巾に増加す
るとみている。もちろん個別企業にとって不況地域へ工場を立地する場合には，交通・通
信費やロンドンおよびミッドランドにおける出店の必要，輸送の遅延を見越して大量の在
庫をかかえる必要のあることなどの問題が出てくるために費用分析についての精緻な検討
が必要であるが，プリキ工業や石油化学コンビナート（パグラン）の例は重層的特化の有
利性を立証したものとしてあげている。本章は，全体を通じて国家の多角化政策の批判と
重層的特化の有利性を強調しているが，一時的な経済的合理性の点ではともかく地域経済
の安定的発展という点では，過去の過を再び繰返さないという確実な保障はあるのであろ
うか。計画経済下の場合とは異り，周期的不況を伴う資本主義経済のもとでは，産業の重
層的特化という特異な産業構造をもつ地域が経済不況に直面した時これを敏感に反映し，
その地域全体を不況と沈滞に陥入れる危険性のあることを充分に考慮しなければならな
ぃ。域内の他の小地域にもさまざまな別種産業の重層的特化を実現するというのであれば
話は別であるが，ここではそのような論考はどこにもみられないのである。
第8章「交通地理」では，南ウェールズにおける交通手段（鉄道・道路・港湾設備・パ
イプライン・送電設備・空港など）の空間的配岡や輸送上の諸変化を調査し，現在の交通
手段およびその配置が地域内・地域間ならびに国際間交通の実状に照して妥当性を有して
いるかどうかを検討するとともに将来の交通政策の論考がおこなわれている。
本章では南ウェールズの交通地理に関する特徴がいくつか指摘されているが，おもなも
をあげると， 1)道路交通の発達と鉄道・港湾の衰退， 2)交通の流れの変化の 2点のに
集約される。前者は，第1次大戦以後の経済ないし産業構造の変化によって生じたもので
ある。つまり石炭産業が輸出を背景として未曽有の繁栄を示し，地域経済の基礎をなして
いた時期に，鉄道と港湾が交通の主役を演じていたが，海外市場の喪失やエネルギー革命
によって石炭産業が著しく衰退し，他の工業が国家政策によって誘致され発展した今日で
は，道路が鉄道や港湾に代って優位性を確立することになったのである。後者もまた同じ
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要因によって起っている。すなわち石炭産業が繁栄していた時期には，鉱工業の中心地は
炭田の河谷地域にあったために，交通は谷間に沿った（鉄道による）南北の流れが主体を
なしていたのに対して，石炭産業の衰退，臨海都市における経済活動の集積，イングラン
ドとの経済関係の強化などによって，交通は東西間輸送に転換されたのである。このよう
な問題が以下の各節を通じて詳細に検討される。
I「地域内交通」は，地域内という短距離輸送では道路交通が鉄道交通に比べてはるか
に有利であることを指摘したのち，鉄道交通の衰退の要因を4点，すなわち 1)近代化設
備への再投資に失敗した， 2)Cross-subsidizationによる不経済性の欠陥をたち切れなか
った， 3)独占的地位に甘んじて競争的商業精神を欠いていた， 4)鉄道輸送に適した貨
物の輸送サービスに乗出さなかったことなどをあげ，これに対する鉄道庁の対策（ディー
ゼル化・機械化・電子技術の導入・不経済路線の閉鎖・貨物の鉄道へのけん引作戦など）
とその成果について考察している。このほか各種交通手段の配懺とその交通量，各路線と
産業との関係，培旋線と主要路線の効率との関係についてもきわめて実証的な論考がなさ
れている。
I「地域問交通」では，鉄道と道路が王座 Lion'sshareを占めていることおよび地域
間のごとき長距離輸送では鉄道が相対的に有利であることを指摘したのち，この 2つの主
要交通手段が地域間交通に果す役割を詳しく論述している。鉄道では海岸線および内陸の
主要路線，道路ではM4号線やM5号線の高速自動車道， A48号線やA40号線の一級道路
を中心とする各路線の交通量，移動貨物の種類などが詳細に述べられているほか，各地域
の対南ウェールズ交通量の比較検討がおこなわれている。
m「国際交通」は外国貿易の交通手段である空港と港湾についての考察をおこなってい
る。島国であるイギリスの場合，外国との交通関係は航空路と海路に限定されるが，現在
ではほとんどの貨客輸送が南ウェールズ以外の地域，つまりロンドンとリバプールの海空
両港を経由しておこなわれているために，南ウェールズと外国との直接的交通はあまり重
要視できないと前厭きして，現在でも輸入面で比較的重要な役割を果している港湾を中心
に南ウェールズ諸港の衰退の要因や各港の利用状況と後背地における産業立地との関係に
ついて検討するとともに，ロッチディル委員会の勧告を論評しながら将来への対策に論及
している。
IV「交通政策」では，南ウェールズ産業経済の発展にもっとも役立つ当面の「適当な交
通システム」の目標を， 「その交通手段が，すべての貨客の移動を効果的かつ安全にそし
て経済発展を妨げない方法で処理できる交通施設であること」 (224ページ）において，現
在の遊路・鉄道・浩湾・空港の適切性を検討するとともに，これらの交通手段の欠陥を逐
ー指摘してその対策を論じている。
道路交通については，オーバー・ロウドが最大の欠陥であるとして， 1)資金をもっと
も生産的投資になるように使用すべきこと， 2)過密都市域を迂回する高速迂回自動車道
路（とくに大ロンドンを南へ迂回するバイパス）を早急に建設することを提案している。
鉄道については問題点がもっとも多く， 1)石炭輸送の合理化， 2)鉱産物および一般貨
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物輸送の能率の向上（輸送費の低下を含む）， 3)旅客輸送の改善をおもな問題点としてあ
げ，その対策では鉄道庁の改革提案 ReshapingProposalsの成否が鉄道交通の将来を決
定するものとみて，この提案に沿って管理の機械化・貨車の大型化・輸送の貨車単位から
列車単位への転換・貨物貯蔵庫数の減少と定期列車の運行・輸送のコンテナ化・不経済路
線の閉鎖と高速化（とくに旅客列車）を合理化目標として指摘している。港湾・空港につ
いては，将来の経済的見通しの適確な判断にもとづいた計画を立案したうえで有効な資本
投下をおこなうぺきであると主張する。
そしてこのような政策をすすめるためにまづなさねばならないことは， 1)正確な情報
を蒐集する， 2)交通投資の優先順位リストを色々な角度から検討して作成する， 3)さ
まざまな交通手段の改良に関する提案や計画を総合的かつ統一的におこなうべきであると
強調して本章の結びとしている。
第9章「地域計画の 1ケース」は，長い産業経済の歴史的過程のなかで形成された南ウ
ェールズにおける産業構造の諸問題と最近の動向およびこれに対する対策をカーディフ・
スウォンジー・炭田の 3つの小地域について検討し，従来の国家政策の批判と今後の計画
や施策のあり方（とくに関係機関の改革）を各地域の事情に即して論考している。著者の
論説はつぎのように展開される。南ウェールズの工業地域は，産業革命の始期に当る18世
紀中頃には交通上の不利益にもかかわらず，原料と燃料を指向して北部の炭田地帯に形成
された。しかし， 1900年頃を境にして世界貿易のパタンの変化，技術の発達，地理的価値
の変化などに伴って，工業は次第に海岸へ移動しはじめ， 20世紀前半を通じて臨海地帯に
いくつかの産業拠点を形成する一方，従来の炭田地帯を工業的・社会的投資の過剰地域に
した。第1次大戦以来，恐慌や不況の起るたびにいつも企業の倒産や失業者の増加をひき
起す不況地域として国家の救済の対象になったのはこの地域である。
ところで，南ウェールズの産業経済の検討をおこなう場合，一般に同地域をカーディフ
小地域・スウォンジー小地域・ 炭田小地域に区分して分析がすすめられるが，ここでも同
様にして論考が展開される。
カーディフ小地域はカーディフを中心として南ウェールズ経済の中核的発展をとげてき
たが，将来の発展のためには今後色々な政策的考慮が必要であるという。そして著者は，
この小地域をおもな経済成長地帯とすることやそのための方法の周到な検討を南ウェー）レ
ズの土地利用計画のなかに盛込むことを提案している。今少し具体的にいうと，従来の地
方的視野に立って計画された住宅・工業・交通・公共空地などの土地利用の再検討や都市
アメニティーの改善・ 自動車時代への対処・人口目標の設定・ニュータウンの新設などが
それである。このためにはさまざまな国家の保護政策と巨額の資本投下が必要とされる
が，当面の緊急対策としては，第1にこの小地域全体を地方雇用法の適用範囲内に入れる
こと，第2にこの地域の交通計画をただちに修正し交通施設を早急に改善することをあげ
ている。
スウォンジー小地域は， 1部の工業を除くとカーディフ小地域に比べて産業の成長率は
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はるかに低い。この低成長を克服するためには工業の重層的特化政策を推進する必要があ
るとして，イギリス工業連盟の構想を指摘しながら，生産物と用役の利用において相互依
存関係にある諸企業が工業複合体 IndustrialComplexを形成しうるような誘導措置を採
るべきであると強調する。
炭田小地域の将来の経済的見通しはけっして明るいものではない。この地域は不況の影
響をもっとも強く受け，衰退産業である採炭部門を経済的基盤としている炭田地帯であ
る。国家はこの地域に巨額の資金を投じて新しい成長産業の誘致と失業救済をおこなった
けれども，もともと立地条件のよくないこの地域は産業構造の体質改善を充分におこなう
ことができなかった。その結果，炭田地帯のドミトリー化と臨海地域への人口流出が起っ
た。炭田地城のドミトリー化は，産炭地居住人口の域外産業への通勤化の増加によってひ
き起された現象である。通勤者年令は流出人口年令に比べて一般的に高いのが特徴である
が，これは高年令層に家屋所有者が多く，転職に際して田舎町と大都市のあいだにおける
不動産物件の市場価格の大きな格差が土地・家屋の処分をちゅうちょせしめて通勤人口化
をすすめたのである。一方，人口流出は炭田地帯の社会的生活や習慣にあまりなじんでい
ない若年層に圧倒的に多いが，ロンダ・アバデア・マウンティンアッシュの人口の激減と
ニューボート・カーディフ・クンプラン・プリゼンド・ボートタルボットにおける人口増
加との顕著な対象はこのことを如実に示している。以上の諸点から，通勤者のためには交
通手段の整備・産炭地コミュニティの都市構造や社会資本の更新，人口流失に対しては土
地利用・住宅のパタン・新しい学校や病院の配置および社会事業の適正な分布などの諸対
策が急務であるという。
ところで，これらの政策を推進するにあたって 1つのガンになっているのは行政・ 管理
体制の欠陥である。地域開発や産業立地政策に関係する監督官庁には政府各省のほかに各
地方自治体があるが，これらの各機関のあいだに責任の所在の不明確さや派閥争いが存在
し，これが開発計画やその効果的な実施を妨げていることである。例えば中央官庁につい
てみると，土地利用計画に関しては全国的に，住宅および地方自治省の管轄下にあり，将
来の各地域の発展パタンに影響を与える交通機関は交通省，工業配置については商務省に
よってそれぞれ計画管理されているが，このような管轄の分担から生ずる関係各省間の政
策論争は，相互の間に敵視分裂を生み政策の有効な実施を困難にしている。スウォジーの
フォレストファック工業団地はこの点をあますところなく露呈している。中央官庁間の計
画機能の不満足な分割は地方自治体行政についてもまた同様にみられる。県会および特別
市boroughは将来の土地利用パタンの設定に権限をもっているのに対して，県内の地方自
治区 RuralDistrictや準自治都市 UrbanDistrict当局は住宅政策を管轄しているが，各
自治体のあいだにおける計画の統一的策定の確実性はみられない。地方自治体内の各部局
（例えば高速道路局・工業団地局・住宅局など）のあいだにおいてさえ足並のそろってい
ないのが現状である。このほか地方自治体 localauthorityーカーディフ・ニューボート
・スウォンジー・マーサーテイドフィル（以上特別市）， グラモーガン・モンマス・カマ
ーザン・プレックノック（以上県）一の地理的パタンもまた，各地方の既得利権や偏狭な
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地方的利益保護という形で地域計画の筋の通った目的の実現を阻害しているという。
そこで著者は，以上のような行政・管理機構の矛盾を解消する方法として，まずGreater
London Councilの創設にみられるような，地方当局の全機構を満足のいく現代的基礎の
うえに再編成することを要求する王立委員会の設立を提案している。このようにして，一
方では地域開発に関する基本的な計画諸機能と権限をただ1つの省にあたえ，必要に応じ
て他省の協力を得る体制を確立し，他方では政府各省と緊密な関係をもち，大極的見地か
ら南ウェールズ全体にわたる計画を立案できる広城行政機関 RegionalAuthorityの創設
を提唱している。そして最後に，著者は健全な計画を立案するためには正確な情報（資料）
を蒐集する必要のあることを指摘して，より正確な統計を得るためになされたさまざまな
関係当局の努力を批判的に論説しつつ，将来のより良き方法を探ろうと努めている。
(1) H. M. S. 0., Distribution of Industry, Cmd. 7540, 1948. pp. 42ー 43; Lord 
Beveridge, Full Employment in a Free Society, pp. 61, 73. 
(2) B. R. Mitchell & Phyllis Deane, Abstract of British Histrical Statistics, 1962, 
pp. 115ー 121;本書81ペー ジ参照。
(3) ここでいう「工業雇用」とは採出部門つまり採炭・採鉱業をも含めた屈用である
（本書130ペー ジ）。
(4) 川島哲郎「前掲論文」 11ー 14ページ，笹田友三郎「イギリス工業地域構造とその変
化ー第1次大戦を中心とする一」 （同志社大学・経済学論叢第7巻第5号） 83-103 
ペー ジ。
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さて以上において本書の各モノグラフの内容を比較的詳しく紹介してきたが，ここでは
個々の論文についての論評はさけ，本書全体を通じて多少とも問題になる点を2・3指摘
し論評して結びとしたい。
まず第1に地域のとり方ないし地域区分の問題があげられる。編者は本書の序文におい
て工業南ウェールズ地域の範囲や地域区分について前以って説明しているが， 1)各章によ
って地域に対する考え方が異り統一性がみられないことである。 1例をあげると，サプ・
リジョ・ンは第2章では形式的 formalな小区分に基づいているのに対して，第7章では機
能的 functionalな区分法をとっている。したがって各章にわたって地域の比較をおこな
う場合には充分注意する必要がある。
第2には，本書が産業地理の論稿であるといっても，考察の対象がサービス産業を除く
と石炭産業と鉄鋼業に限定され，他産業は軽視されるきらいのみられる点である。なるほ
ど，大戦前はいうまでもないが戦後においても両産業のこの地域で占める比重はきわめて
高い。しかし戦中・戦後の国家による工業誘致政策の結果，現在では南ウェールズにおけ
る産業構造はかなり多角化され，非鉄金属・化学・耐久消費財・自動車・エネルギーなど
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の諸産業が，同地域の経済にとって雇用面はともかく生産面では益々重要になぅてきてい
るのである。にもかかわらずこれらの産業が充分に検討されていないことは，南ウェール
ズの産業地理を理解するうえに大きな問題を残すことになるであろう。
第3点としては，産業公害の問題を無視していることである。南ウェールズにおいても
大気汚染や河川汚濁は，ロンドン・バーミンガム・スコットランドなどの工業地域と程度
の差こそあれ大きな問題となっており，とくに前者については地方自治体の数多くの汚染
防止命令Orderが出されているが，このような問題は関係当局の責任事項として放置し，
地域経済を考察する場合は無視してよいのであろうか。紹介者にとっては，経済的合理主
義だけでは地域経済の正常な発展は望めないように思われる。
第4には内容が各章のあいだで相当重複していることである。本書が各章ごとにそれぞ
れ一個の独立したモノグラフで構成された論文集であってみれば，内容の多少の重複はさ
けられないであろうが，煩雑さと無駄な論説が余りにも目立っているように思われる。
第5には，すぺてのモノグラフが資本主義経済を肯定したうえでの論議であり，したが
って国家政策に対する批判も修正資本主義的立場に立ってなされているが，その場合本書
で提案されているいくつかの地域政策には限界のあるものがみられるのでないかというこ
とである。例えば産業の重層的特化の主張がそれである。南ウェールズに対する国家政策
が失業救済を目的とした産業の多角化政策であったことは周知の事実であるが，本書（と
くに第7章）では産業の誘致政策が産業間相互に関係なく無差別におこなわれたとして国
家政策を批判し，経済的合理性の立場から特化の利益（とくにスウォンジー小地域の場合
は顕著）の主張がなされている。産業の無差別な誘致に欠陥のあることはいうまでもない
が，しかしこれがただちに産業の地域的特化の主張と結びつくことには問題がある。資本
主義経済のもとでは不可避的な経済変動とそれによってひき起される特定産業部門の浮沈
や変動が局地的不況と失業を招く危険があるからである。
本書はこのように多くの問題点をもっているけれども南ウェールズにおける戦後の産業
地理に関する詳細な研究書としてははじめての労作であり，執筆者も各分野のエキスパー
トを配している点，一読に価する書物である。 ' 
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